
北海道物流研究会発⾜の
背景と趣旨
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2023年7⽉28⽇
北海道物流研究会
事務局 イオン北海道株式会社
物流改⾰マネージャー ⽯⽥ 将



【アジェンダ】
■イオン北海道紹介

■2024年問題の課題
■物流協調領域対応に向けて

■北海道の⽣活を⽀え続けるサプライチェーン最適化の推進

■北海道物流研究会の発⾜

■業態紹介
■物流施設紹介
■配送エリア

■物流協調領域の検討

■改善取組み事例の紹介
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■政府による物流⾰新に向けた政策パッケージとガイドラインの策定



21店舗

17店舗

26店舗

104店舗

合計168店舗
*2023年3⽉時点

●売上⾼ 3,172億円/年間
●従業員数 約19,000⼈
※北海道の300⼈に1⼈

●売上⾼ 3,172億円/年間
●従業員数 約19,000⼈
※北海道の300⼈に1⼈

■イオン北海道紹介
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39店舗 66店舗

20店舗 42店舗

■業態紹介

サイクル専⾨店
「イオンバイク」 1店舗
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北海道RDC 北海道XD ⽯狩PC

センター名 温度帯 センター所有者
（家主）

業務委託先企業 ３PL企業

北海道RDC 常温 センコー㈱ イオングローバルSCM㈱ センコー㈱
北海道XD 低温

（5℃、15℃、0℃、-25℃）
エアウォーター物流㈱ イオングローバルSCM㈱ エアウォーター物流㈱

帯広DP 低温
（5℃、15℃）

よつ葉乳業㈱ イオングローバルSCM㈱ エアウォーター物流㈱

⽯狩PC 低温
（5℃、15℃、0℃、-25℃）

イオン北海道㈱ イオングローバルSCM㈱ エアウォーター物流㈱

センター名 所在地 出荷量
北海道RDC 北海道北広島市北の⾥3-27 90,000CS/⽇
北海道XD 北海道江別市⼯栄町19-8 68,500CS/⽇
帯広DP 北海道河東郡⾳更町新通20丁⽬3番地 －
⽯狩PC ⽯狩市新港南２丁⽬９番４ 40,000CS/⽇

■物流施設紹介
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北海道ＸＤ

帯広ＤＰ

函館ＴＭ

【デポ】
・帯広ＤＰ（80坪）
【デポ】
・帯広ＤＰ（80坪）

４８０ｋｍ

２８０ｋｍ

３００ｋｍ

石狩ＰＣ

【北海道全体店舗】
・・・イオン ３９店舗
・・・マックスバリュ ６６店舗
・・・ザ・ビック ２０店舗
・・・まいばすけっと ４２店舗
・・・イオンバイク １店舗

計 １６８店舗

【北海道全体店舗】
・・・イオン ３９店舗
・・・マックスバリュ ６６店舗
・・・ザ・ビック ２０店舗
・・・まいばすけっと ４２店舗
・・・イオンバイク １店舗

計 １６８店舗

東は根室市常磐町
Ａ根室店（４８０ｋｍ）

北は紋別市花園町
Ａ紋別店（２８０ｋｍ）

南は北⽃市七重町
Ａ上磯店（３００ｋｍ）

北海道ＲＤＣ

便数 ︓436便/⽇
⾛⾏距離︓21,800km/⽇
※地球半周分の距離

便数 ︓436便/⽇
⾛⾏距離︓21,800km/⽇
※地球半周分の距離

■配送エリア
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物流業界は⼈⼿不⾜、⾼齢化、⻑時間労働、低賃⾦等あらゆる⾯で⾮常に
厳しい状況となっており、従来通りの配送を⾏うのが困難な時代

※⼀般社団法⼈⽇本物流団体連合会 株式会社⽇通総合研究所 第1回官⺠物流標準化協議会 2021年6⽉17⽇ 「物流標準化と物流現場の現状」より引⽤
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■物流業界の状況



物流企業 荷主

労働時間減 収⼊減

配送量減

配送コスト
増加

ドライバー減 配送地域
減少

さらに「2024年問題」にて加速する物流課題は荷主・消費者へも影響⼤
社会インフラを維持継続する為に、物流企業と連携して取り組む⼤きな課題

消費者

購買価格上昇

利便性減少
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■2024年問題の課題



課題(業界の課題は、今や⽇本の社会的な問題)
・物流コストの上昇(⼈⼿不⾜・物価上昇etc) 2024年問題対策
・物流業界の待遇改善(ドライバー⾼年齢化)
・遠隔地の配送問題（遠隔地への配送⼈員不⾜）
・札幌周辺への⼀極集中化（地⽅配送の困難） 北海道の物流対策
・道本物流の確保（本州からの安定商品供給）

物流業界の価値を上げる為にも・・・・・・ 物流業界地位向上
「若い優秀な⼈材が働きたい物流業界へ」

物流を競争領域ではなく、協調領域として「原資獲得」の為、企業間の協⼒が
必要、物流のムダ・ムリ・ムラを省いて、⽣産性の⾼い物流を⼀緒に作る

■物流協調領域対応に向けて
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○記者会⾒にて
販売においてはライバルで
あるが、物流⾯では協⼒
し合う仲間

○会開催⾵景
社名公表9社
正式賛同5社
計14社で発⾜
それ以外にも⼩売企業、
⾏政、銀⾏、⼤学と23の
企業、団体が参加
総勢59名にて開催

■北海道物流研究会の発⾜
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⼩売企業4社、物流企業5社の9社が社名公表同意し、正式参加5社の14社にて発⾜

⼩売業

・イオン北海道株式会社
・株式会社⻄友
・株式会社トライアルホールディングス
・北雄ラッキー株式会社

物流企業

・株式会社アイアイテー
・イオングローバルSCM株式会社
・株式会社ティー・エルエス
・株式会社ムロオ
・明治ロジテック株式会社
・幸楽輸送株式会社＊
・近海郵船北海道株式会社＊
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オブザーバーを含めると３０の
企業、団体、⾏政が参加いただく

＊印は発⾜後、正式参加いただいた企業さま



荷主企業を含めたサプライチェーン全体での⽣産性向上、サプライチェーン
の最適化を⽬指す。

戦略計画 企画 調達 保管 物流 店舗

個社領域 協調領域 個社領域
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■物流の協調領域の検討
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■政府による物流⾰新に向けた政策パッケージとガイドラインの策定

物流事業だけではなく、
⾰新内容は荷主、消費者
の⾏動変容にも及ぶ

令和5年6⽉2⽇我が国の物流の⾰新に関する関係閣僚会議資料より抜粋 物流の適正化・⽣産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関するガイドライン



イオンセンター 商品納品のみ イオン発寒

イオン北海道×ムロオ 運⾏⾞両削減対応（マテハン回収便の業務委託） ※8⽉初旬運⽤開始

納品先

イオンセンター マテハン回収のみ

ムロオセンター 納品（帰り空荷）

イオンセンター 商品納品のみ イオン発寒

納品先ムロオセンター 納品

納品後、マテハン回収別運⾏⾞両で
回収
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■改善取組み事例の紹介

年間3,700kmの⾛⾏距離削減
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SEIYUC
空荷

現状

TLS新港南C

協業後

SEIYUC

SEIYU店舗
空荷

１
運
⾏
⽬

２
運
⾏
⽬

ムロオ⼤⾕地C 納品

現状

SEIYU店舗 ムロオ⼤⾕地C

協業後

SEIYUC

SEIYU店舗
SEIYUC空マテハン7割⻄

友
店
配

ム
ロ
オ
納
品

SEIYUC
納品

空荷

回収物＋納品

【実施済】イオン北海道以外の企業さまの共同化
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イオン北海道×北雄ラッキー 混載運⾏対応（1⾞両減⾞）〜朝便〜 ※運⽤図はイメージです

後志⽅⾯に両社で3⾞両運⾏
①A余市、MV倶知安、MV共和1⾞両運⾏
②L倶知安店1⾞両運⾏
③L岩内店1⾞両運⾏

後志⽅⾯に両社で2⾞両運⾏（1⾞両減）
①A余市、MV倶知安、L倶知安、MV共和1⾞両運⾏
②L岩内店、MV共和店1⾞両運⾏

2
3

1

1

1

1
1

1

2

①A便平均積載８カゴ
②L倶知安平均積載14カゴ
③L岩内平均積載15カゴ

①A便平均積載19カゴ
②L岩内、MV共和混載平均積載18カゴ

2
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イオン北海道×北雄ラッキー 混載運⾏対応（1⾞両減⾞）〜昼便〜 ※運⽤図はイメージです

後志⽅⾯に両社で3⾞両運⾏
①A余市、MV倶知安、MV共和1⾞両運⾏
②L倶知安店1⾞両運⾏
③L岩内店1⾞両運⾏

後志⽅⾯に両社で2⾞両運⾏（1⾞両減）
①A余市、MV倶知安、L倶知安、MV共和1⾞両運⾏
②L岩内店1⾞両運⾏

2
3

1

1

1

1
1

11

2

①A便平均積載15カゴ
②L倶知安平均積載3カゴ
③L岩内平均積載3カゴ

①A便L倶知安混載平均積載18カゴ
②L岩内平均積載3カゴ

朝便、昼便とも混載を実施することで完全に1⾞両削減を実現
販売はライバル、物流は協調領域の実現
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×3

×1
北広島センターから直接店配
配送ドライバーは函館より空荷で札幌へ⾏き、
荷物を積んで函館に戻る（隔⽇勤務）
⾛⾏距離230km/⽚道

×2
幸楽輸送さまの函館配送ルートと混載することで函
館までの幹線輸送便の⾃社運⾏廃⽌
函館市内は協⼒会社により4t混載配送を実施する
ことで⻑距離空荷運⾏とドライバー労務時間の削減
を⽬指す

イオン北海道×幸楽輸送 函館幹線配送便の削減（中間拠点運⽤） ※運⽤図はイメージです

店配送は地場協⼒会社
へ委託は変更なし

⼤型3台
7t1台

トレーラー2台
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■北海道の⽣活を⽀え続けるサプライチェーン最適化の推進
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販売（⼩売）、製造（卸・メーカー）（発着荷主）、物流、⾏政が連携を強
化、共同してサプライチェーンの最適化、物流改⾰に取り組み、消費者の皆さ
まの⽣活を⽀え続ける

販売

⾏政

製造 物流

北海道の⽣活を⽀え続ける
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広域
分散型
地域構造

（⻑距離輸送）

少⼦⾼齢
地⽅過疎化
⼈⼝集中

⾃然災害
サプライ
チェーン
の分断

低労働環境

ドライバー不⾜
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■北海道物流研究会に関するお問い合わせ先

イオン北海道株式会社
商品本部 商品戦略部
物流改⾰マネージャー
⽯⽥ 将（いしだ しょう）

メールアドレス ishida.sho@aeonpeopleI.biz


